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日本では ���� 年度より、法人税の実効税率が ��%
台から��%台に引き下げられましたが、国際比較を
見ると、いまだ日本の法人税は高い水準にあります。

世界銀行のビジネス環境ランキング（���� 年）で、
日本は OECD �� か国中 �� 位に甘んじており、行政
手続きの煩雑さや高い電気代、高い法人税や社会保険
料が事実上のビジネスコストになっています。国際
競争力を高めるためにも、大胆な法人税減税によっ
て、企業が日本で事業を行いやすい環境を整える
ことが必要です。

そもそもコラム　～法人税減税で、税収もアップ！？～

『幸福実現党宣言』
幸福の科学出版 刊
大川隆法 著
定価 1,760 円（税込）

日本の法人税は高い！

“ビジネスコスト” の
法人税を下げる
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重税で日本企業は海外逃亡！賃金上がらず ��年！

日本の法人税は、欧米各国や、韓国、中国、シンガポールといった
アジア諸国に比べて高い水準に！

企業が赤字になれば、基本的には法人税は発生しません。
現在、赤字企業は全体の � 割以上を占めますが、その中には、
法人税を節税するために、あえて赤字経営を行う企業も存在します。
法人税を、節税を行う必要がないほど下げれば、赤字企業が減り、
税収が増えることにもつながるのではないでしょうか。

法人実効税率
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減税で、減税で、
“　　　　　　　”日本復活へ！“　　　　　　　”日本復活へ！ものづくり大国ものづくり大国
法人税法人税

* 法人税、地方法人税、法人住民税、法人事業税などを含めて算出する、
  企業が所得に対して実質的に負担する税率のこと。財務省HPより作成。

*



法人増税は絶対にすべきではない

幸福実現党は、法人税を��%台に減税します！

日本がこうした経済安全保障上のリスクに対抗するには、海外に展開
する日本企業の拠点を、国内に戻す必要があります。政府は、日本人
の生命・財産、雇用を断固として守るためにも、法人税をはじめとする
減税や規制撤廃を推し進めることで、製造業の国内回帰を推進すべき
ではないでしょうか。

“ものづくり”の国内回帰で、日本復活を！

そもそもコラム　～「固定資産税」の廃止を～

『夢のある国へ—
幸福維新』
幸福の科学出版 刊
大川隆法 著
定価 1,760 円（税込）

企業が納税しなければならないものは法人税だけではありません。
事業を続けるために必要な財産にかけられる「固定資産税」もその一つです。
しかし、本来、税金をかけて良いのは「果実」だけであり、
富を生む「元手」にかけるべきではありません。
国や地方自治体の財源など税のあり方を根本的に見直しながら、
少なくとも償却資産に係る固定資産税は廃止すべきと考えます。

製品・部素材の供給網見直し

生産拠点の国内回帰

政府はこれまで、産業界に賃上げを要請したり、
賃上げを行う企業に対する優遇税制を実施する
などして、無理やり賃金アップを図ろうとして
きましたが、これは健全な政策とは言えません。
政府が本来行うべき仕事は、ビジネス環境の
改善を図ると共に、国の先行き見通しを明るく
することです。
それにより、個人のやる気を引き出し、企業の
積極的投資につながり、生産性が向上すること
で賃金の上昇が実現されるのです。

健全な賃金アップを目指せ！

“中国依存” の大きなリスク
近年、台湾有事の可能性が飛躍的に高まって
います。その場合、重要な部品や素材が日本に
入ってこなくなり、国内の製造業がストップ
してしまう恐れや、中国で活動する日本企業の
重要な技術が中国に盗まれるといったリスクが
あります。また、日本人を狙った犯罪や、中国
国内で勤務する日本企業の社員に「スパイ容疑」
があるとして長期間拘束されるなど、深刻な
事態が現実に発生しています。

���� 年、法人税の減税が実施されたものの、結局、「企業は余ったお金を投資や賃上げに回さず、企業の
貯金にあたる内部留保を増やしただけだ」という批判が生じており、法人税を増税すべきとの論調が
高まっています。しかし、将来的な法人増税が予想されるのであれば、将来の事業と雇用を守るため、
企業が内部留保を蓄えるのは当然の判断です。


